
為替週間展望＝ドル円は１０６～１０７円台を中心とする推移か

　　　　　　　　　　［７月２３日から７月３１日までの展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    7 月 20 日～ 7 月 22 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  107.12   107.53(20)    106.69(21)    106.86   -0.16

ユーロ・ドル  1.1411   1.1542(22)    1.1403(20)    1.1532   +0.0104

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    22,820.27     +123.85     日本10年債利回り   0.019   -0.005

ダウ平均株価    26,840.40     +168.45     米10年債利回り     0.600   -0.026

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２３日　英６月小売売上高

　　　　米新規失業保険申請件数

　　　　米６月景気先行指数

２４日　ＮＺ６月貿易収支

　　　　英６月小売売上高

　　　　独６月製造業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）速報値、非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　ユーロ圏６月製造業ＰＭＩ速報値、非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　英６月製造業ＰＭＩ速報値、非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　米６月新築住宅販売件数

２７日　日本５月景気動向指数改定値

　　　　独７月ｉｆｏ景況感指数

　　　　米６月耐久財受注

２８日　米５月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米７月消費者信頼感指数

２９日　豪第２四半期消費者物価指数

　　　　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）政策金利

　　　　パウエル議長記者会見

３０日　日本６月小売業販売額

　　　　豪６月住宅建設許可件数

　　　　独第２四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　スイス７月ＫＯＦ先行指数

　　　　独７月雇用統計

　　　　ユーロ圏６月雇用統計

　　　　独７月消費者物価指数速報値

　　　　米第２四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、米新規失業保険申請件数

３１日　日本６月雇用統計、日本６月有効求人倍率

　　　　日本６月鉱工業生産指数

　　　　中国７月製造業購買担当景気指数（ＰＭＩ）

　　　　豪第２四半期生産者物価指数

　　　　スイス６月小売売上高

　　　　ユーロ圏第２四半期域内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　ユーロ圏７月消費者物価指数速報値

　　　　米６月個人所得・個人支出

　　　　カナダ６月鉱工業製品価格

　　　　米第２四半期雇用コスト指数
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　　　　米７月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米７月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

※日本市場が４連休となるため、変則的な期間での対応となります。

　　

【前回のレビュー】ドル売りと円売りが交錯する中、ドル円は１０７円を挟んでの一進

一退の動きが継続しており、こうした流れがしばらく続いて、ドル円は引き続き１０６

～１０７円台を中心にもみ合いで推移するとした。

　　　　

【ドル円は方向感に出にくい展開が続く】

　世界の株式市場は新型コロナウイルスの感染者数の拡大などへのネガティブなニュー

スには反応が鈍く、経済指標の改善や新型コロナウイルス対策のワクチン開発に進展が

あったとの報道などに反応して堅調に推移している。そうした中、米国株ではハイテク

株比率の高いナスダックが最高値を更新する動きを見せている。

　　

　世界的な新型コロナウイルスの感染者数は依然として拡大傾向が続いており、とても

楽観できるような状況ではない。世界の感染者数は１４８０万人を超えてきており、死

者は６１万人超に達している。感染者数の多さは米国が３９７万人超、ブラジルが２１

７万人超、インドが１１６万人、ロシアが７８．３万人と、毎週毎週、増加傾向が続い

ている。

　　

　感染者数も死者数も増加しているものの、連日のようにワクチン開発や臨床試験の前

向きな報道が報じられていることもあり、株式市場は米国を中心に堅調な流れを維持し

ている。ドル円については、１０７円を挟んでのもみ合いが継続している。リスク選好

の高まりでドル売りと円売りに傾き、リスク回避の動きでドル買いと円買いに振れると

いうように、ドルと円が同じ方向に動きやすい流れが続いている。

　　

　７月２８～２９日に米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）が開催される。株式市場を中

心に金融市場はまずまず落ち着きを見せており、米経済指標も改善を示すものが多くみ

られる中、政策金利や金融政策は据え置きなりそうだ。フォワードガイダンス（将来の

金融政策指針）の強化などが示される可能性もある。

　　

　６月のＦＯＭＣメンバーの予測では政策金利は少なくとも２０２２年までゼロ金利近

辺に据え置く見通しとなっている。なお、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）もいずれ

イールドカーブコントロール（ＹＣＣ）の導入に動くとの見方もあるが、まだ十分に議

論は尽くされておらず、今回は議論を深める程度にとどまるとみられる。

　　

　７月のＦＯＭＣでは現在の緩和的なスタンスに目立った変更はないとみられる。一段

と緩和的なメッセージが出てくればドル売りにつながりそうだが、緩和策は株高につな

がり、円も売られやすくなって、ドル円の方向を大きく変えることはないとみられる。

このため、ドル円は現在の１０６～１０７円台を中心とする推移が継続することとなり

そうだ。ドル円の目先の予想レンジは、１０６．００～１０８．２０円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２３日に米新規失業保険申請件数、米６

月景気先行指数、２４日に米６月新築住宅販売件数、２７日に日本５月景気動向指数改

定値、米６月耐久財受注、２８日に米５月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米７月消

費者信頼感指数、２９日に米ＭＢＡ住宅ローン申請件数、米連邦公開市場委員会（ＦＯ

ＭＣ）政策金利、パウエル議長記者会見、３０日に日本６月小売業販売額、米第２四半

期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、米新規失業保険申請件数、３１日に日本６月雇用統

計、日本６月有効求人倍率、日本６月鉱工業生産指数、米６月個人所得・個人支出、米

第２四半期雇用コスト指数、米７月シカゴ購買部協会景気指数、米７月ミシガン大学消

費者信頼感指数確報値などがある。

　　

【復興基金についてＥＵ首脳会議で合意】

　欧州連合（ＥＵ）首脳会議は、当初は１７日～１８日の日程で行われていたが、ＥＵ

復興基金について合意が得られず、議論が紛糾した。その後、何度か再開された会議で

も合意できず、２１日早朝（日本時間同日午後）にようやく合意して閉幕した。足掛け

５日に及ぶ長い首脳会議となった。ＥＵ復興基金の総額７５００億ユーロ（約９２兆



円）のうち、返済が不要な補助金は３９００億ユーロとなり、残りの３６００億ユーロ

は低利融資となる。

　　

　７月１７～１８日のＥＵ首脳会議で７５００億ユーロ規模の復興基金が合意に向けて

協議が進むとの期待感や米株高を受けてのドル売りの動きなどからユーロドルは上昇基

調で推移してきた。２０日に１．１４台後半まで上昇したものの、その後は伸び悩みを

見せた。２１日の合意発表後はもみ合いとなったのちに大きな節目である１．１５ドル

を突破、その後も一段高となった。

　　

　ＥＵ復興基金での合意は欧州の景気回復への下支え要因となることが期待される。

ユーロドルはＥＵ首脳会議での合意期待などを背景に大きく上昇してきて、やや過熱感

はあるものの、緩やかな上昇基調は継続するとみられる。ユーロドルの目先の予想レン

ジは、１．１３００～１．１６５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２３日に英６月小売売上高、２４日にＮＺ

６月貿易収支、英６月小売売上高、独６月製造業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）速報

値、非製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏６月製造業ＰＭＩ速報値、非製造業ＰＭＩ速報

値、英６月製造業ＰＭＩ速報値、非製造業ＰＭＩ速報値、２７日に独７月ＩＦＯ景況感

指数、２９日に豪第２四半期消費者物価指数、３０日に豪６月住宅建設許可件数、独第

２四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、スイス７月ＫＯＦ先行指数、独７月雇用統計、

ユーロ圏６月雇用統計、独７月消費者物価指数速報値、３１日に中国７月製造業購買担

当景気指数（ＰＭＩ）、豪第２四半期生産者物価指数、スイス６月小売売上高、ユーロ

圏第２四半期域内総生産（ＧＤＰ）速報値、ユーロ圏７月消費者物価指数速報値、カナ

ダ６月鉱工業製品価格などがある。
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